（別紙）
「今後の公務員制度改革について」の決定に対する見解
１．政府は、6月28日、国家公務員制度改革推進本部会議を開催し、「今後の公務員制度改革について」（以下、「全体像」という。）を決定した。
  　全体像は、国家公務員制度改革基本法（以下、「基本法」という。）に基づき、改めて、改革の必要性や目的を提起し、「秋に国会が開かれる場合には、国家公務員制度改革関連法案を提出する」としている。これは、基本法第4条が定める「改革の実施及び目標時期等」の期限到来を控え、当然政府が執るべき最低限の措置であるといえる。
２．全体像は、麻生政権のもと2009年3月31日に閣議決定・国会提出された「国家公務員法等の一部を改正する法律案」（以下、「2009年法案」という。）を基本にするとしているが、自律的労使関係制度の措置についての記述はない。ついては、民主党政権下における国家公務員制度改革関連4法案及び地方公務員制度改革関係2法案を基本として、公務労協との交渉・協議そして合意に基づき、法案提出までに具体的措置内容等を決着しなければならないことを強く指摘するとともに、それが、基本法が求める政府の責務であることを喚起する。
３．また、全体像は記述のない自律的労使関係制度以外に、①幹部人事の一元管理、②内閣人事局の設置等、③国家戦略スタッフ、政務スタッフの新設等を提起している。これらの措置については、社会経済情勢の変化と現状を踏まえ、国民が行政に求める期待に応え、その基盤となる公務員制度を抜本的に改革するという観点から、政府との交渉・協議を強化しなければならない。
    さらに、「能力・実績の給与への一層の反映及び給与カーブの見直し」を指摘していることについては、当然、交渉・協議、合意に基づく必要があることは指摘するまでもない。
４．本年3月に行われたＩＬＯ結社の自由委員会第367次報告が指摘した「政府が、これ以上遅れることなく、公務員制度改革を完了させるため、あらゆる努力を行うことを期待する」を踏まえるまでもなく、公務員制度改革そして労働基本権の確立は、最終的な局面を迎える。
    公務労協は、連合とともに、ＩＬＯ勧告を満たした労働基本権の確立と民主的公務員制度改革の実現に向けて全力をあげる。
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